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町税
20億9,092万円
（12.8％）

自主財源合計
80億2,558万円
（49.0％）

依存財源合計
83億5,442万円
（51.0％）

歳入総額
163億

8,000万円
（100％）

分担金及び負担金
5,044万円（0.3％）

使用料及び手数料
2億5,786万円（1.6％）

財産収入
1億2,981万円
（0.8％）

寄附金
5億1,500万円
（3.1％）

繰入金
45億5,527万円
（27.8％）

繰越金1,000万円（0.1％）
諸収入4億1,628万円（2.5％）

地方交付税
53億880万円
（32.4％）

国庫支出金
12億818万円
（7.4％）

道支出金
7億6,046万円
（4.7％）

町債
4億920万円（2.5％）

その他収入
6億6,778万円
（4.0％）

歳出総額
163億

8,000万円
（100％）

民生費
28億6,120万円
（17.5％）

議会費
9,101万円（0.5％）

総務費
10億9,347万円（6.7％）

労働費
8,212万円（0.5％）農林水産業費

9億1,873万円（5.6％）

土木費
11億4,657万円
（7.0％）

消防費
1億3,390万円（0.8％）

教育費
6億7,912万円
（4.1％）

災害復旧費
4万円（0.0）

諸支出金
1,649万円（0.1％）

予備費
600万円（0.1％）

衛生費
33億681万円
（20.2％）

商工費
17億894万円
（10.4％）

公債費
14億8,524万円
（9.1％）

職員費
28億5,036万円
（17.4％）

　
新
年
度
の
予
算
編
成
に
あ
た
っ

て
は
、
地
方
の
厳
し
い
経
済
情
勢

や
、
国
の
地
方
財
政
対
策
を
踏
ま

え
、
こ
れ
ま
で
の
財
政
健
全
化
路

線
を
堅
持
し
つ
つ
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町
総
合
計
画

の
着
実
な
実
現
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向
け
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の
具
体
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あ
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ま
す
。

　

特
に
、
令
和
８
年
度
は
、
北
海

道
新
幹
線
整
備
事
業
の
ほ
か
、
防

災
士
資
格
取
得
支
援
事
業
、
ウ
イ

ス
キ
ー
蒸
留
所
誘
致
事
業
、
図
書

館
空
調
設
備
整
備
事
業
な
ど
を
予

算
措
置
し
、
強
い
産
業
構
造
と
安

全
で
安
心
し
た
ま
ち
づ
く
り
を
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進
す
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
結
果
、
一
般
会
計
、
特

別
会
計
お
よ
び
企
業
会
計
を
含

め
た
予
算
総
額
は
、
３
２
０
億 

７
，７
８
６
万
円
と
な
り
、
前

年
度
当
初
予
算
額
と
比
較
し
、

４
億
５
，
０
０
１
万
２
千
円
の
増

額
と
な
り
ま
し
た
。

■一般会計
　町の会計の中心になるのが、一
般会計です。行政運営の基本的な
経費のすべてを計上したもので、
町行政の目的を達成するために必
要な経費を経理する会計です。行
政サービスのほとんどが、一般会
計でまかなわれています。

■特別会計
　町が特定の事業を行う場合や特
定の収入を特定の支出に充て一般
の歳入と区分して経理する必要が
ある場合など、一般会計とわけて
設置される会計のことです。

■企業会計
　企業会計は、独立採算制を原則
とする企業的色彩の強い事業を行
う場合に設置される会計で、公共
の福祉を目的とするとともに企業
の経済性も求められます。

の予算
一般会計163億8,000万円

予
算
編
成
の
概
要

一般会計歳入

一般会計歳出

町民１人当たり
1,,151,413円


